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Ⅰ　基準の必要性

これまで本市の各種公共施設に係る使用料金等はそれぞれの施設を設置する際に、施設の維持管理費の一部を補うことを基本に原価の回収割合や他の類似施設等の料金を参考に設定してきた。しかしながら、料金の算出方法や改定の周期等について全市的な統一基準が存在していなかった。
　　　このような状況を踏まえ、「新行政改革推進計画」や「財政健全化プラン」において、自主財源の確保と受益者負担の適正化を図る観点から、施設使用料等に係る公共料金設定基準を策定することを位置づけ、公共料金の見直しに取り組むこととした。
　　　今回、公共施設使用料等に係る設定基準を策定し、公費負担と受益者負担のあり方や利用者が負担すべき経費の範囲等を定め料金設定の基準を明確にすることとした。
　　　なお、公共施設とは、住民の一般的な共同の利用に供される施設とする。
Ⅱ　施設使用料等設定の基準
　１　対象施設

公の施設を対象とする。

　　　　ただし、独立採算を前提として設置する施設及び法令等でその料金が定められている施設を除く。

２　料金の設定と見直しの基本的な考え方
施設利用者（受益者）が施設を利用する場合の料金は、各施設が有する公共性等に着目し、行政と受益者がそれぞれ負担すべき割合を定め、施設の管理運営に要する費用(コスト)について、受益者が適正に負担するよう設定する。

また、それぞれの料金については５年毎に見直しを行うことを基本とする。
　　３　受益者負担区分
　 （１）施設の公的必要性による区分
　　　　各施設は、以下の区分により受益者負担割合を決めるものとする。
	区 分
	施　設　の　内　容
	公的必要性

	①
	市民が社会生活を営む上で必要な水準を提供する施設や社会的弱者等を擁護するための施設、教育を補完する施設等公共性の高い施設等
（福祉的施設等）
	   大


   小

	②
	一定の公共性のもと、特定の受益者の利便を図る施設等
（スポーツ施設、広域型・地域型便益提供施設等）
	

	③
	民間企業と同等のサービスを提供する施設等
（収益型・準収益型施設等）
	


　（２）施設の収益可能性による区分
	区 分
	施　　設　　の　　内　　容
	収益可能性

	Ａ
	収益性が全く無いか極めて低く、民間企業によるサービスの提供が困難な施設
	小

大

	Ｂ
	収益性が低く施設の収益だけでは管理運営費をまかなうことが困難な施設
	

	Ｃ
	相当の収益性があり、施設の収益をもって相応の管理運営費をまかなえる施設
	


（３）行政と受益者の負担割合の設定(受益者負担割合)
　　行政と受益者で負担すべき割合を以下のように設定する。
	大
収
益
可
能
性

小
	Ｃ

	行　 70％
受　 30％
	行　 30％
受　 70％
	行　  0％
受　100％

	
	Ｂ
	行　 80％
受　 20％
	行　 50％
受　 50％
	行　 30％
受　 70％

	
	Ａ
	行　100％
受　　0％
	行　 80％
受　 20％
	行　 70％
受　 30％

	
	①
	②
	③

	
	大　　　　　公　的　必　要　性　　　　小


　（４）施設の分類
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　（５）特別な仕様等

　　各施設において特別な仕様(例えば観客席を有する競技場・音響スタジオ等)がある場合は、所要の調整を行うこととする。
　　４　施設の管理運営に要する費用(コスト)
　　　　施設利用者(受益者)が負担する費用の範囲は、施設の管理者が最適な管理と最大の利用促進に努めることを基本に、通常の管理に要するコストを基本とし、管理運営のための人件費、光熱水費消耗品費・日常の修繕に要する経費(大規模改修費は含まない)等とする。

　　５　利用料金単価の算定基準
　（１）利用料金の単価は以下の算定式を基本とする。
　　　Ａ　施設の管理運営に要する費用

　　　Ｂ　受益者負担率

　　　Ｃ　利用単位(想定される適正な稼働率を加味した対象面積又は利用コマ数)

　　　単位当たり利用料金　＝　Ａ　×　Ｂ　÷　Ｃ

　　　料金は１０円未満は切り捨てる。
　

（２）子ども料金及び市外在住者料金
　　①　子ども料金　　　　料金の１／２を基本とする。
　　　　子ども料金のほか、必要により適宜学生について料金を定めることができる。

　　②　市外在住者料金　　料金の２倍を基本とする。

　　６　経過措置

　　　　「利用料金単価」に基づく料金単価の設定を基本とするが、改定が大幅な増額とならないよう、以下のとおり経過措置を講ずる。

　　　　　
（１）現行料金を見直す場合

原則として、現行料金単価の１．５倍を超えない範囲とする。
（２）無料施設について新たに料金を設定する場合

原則として、「利用料金単価」の１／２を下回らない範囲とする。
７　利用料金制導入施設の取扱い

　　  　指定管理者等による利用料金制を導入する施設については、「利用料金単価」に基づき、利用料金の上限を設定する。

　　　  なお、既に指定管理者と協定を締結している施設については、協定の見直しと合わせて適切に利用料金の見直しを行なう。

　　８　その他

（１）社会的要請等によりこの基準により難い施設等については、別途個別に算定の基準及び見直しの周期について定めることができる。
（２）公共施設等に附設する駐車場については、別途指針を定める。
（３）詳細については別途取扱要領を定める。

（４）この基準は、平成１９年９月より適用する。
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						Ｃ

																収益型施設 シュウエキカタシセツ

				収　益　可　能　性 オサムエキカノウセイ

						Ｂ

												スポーツ施設 シセツ				準収益型施設 ジュンシュウエキカタシセツ

												広域型便益提供施設 コウイキカタベンエキテイキョウシセツ

						Ａ

								福祉的施設 フクシテキシセツ				地域型便益提供施設 チイキカタベンエキテイキョウシセツ

								①				②				③

										公　的　必　要　性 コウマトヒツヨウセイ
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